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1．はじめに 

 舟運はかつて物資や人を運ぶ重要な交通手段であっ

たが,明治以降の陸上交通の発達によって衰退した．し

かし阪神大震災以降舟運は災害時における輸送手段と

して活用，さらに近年では都市の再生や地域振興など

において,再び注目されている．本研究では事業者に対

して利用者数に関するヒアリング調査を行い,得られた

結果から河川舟運の動向を調査し,実態を明らかにする． 

2．内陸舟運の動向 

2-1 日本の舟運 

日本のおける舟運の歴史は古く，かつては内陸舟運

が交通輸送の中心となっていた.鉄道の発達が初期の段

階では,互いに補完・協業してその役割を果たしていた

が,その後の鉄道の急激な発達は,両者の競合を生み,併

存しながらも鉄道優位となった．さらに道路整備の時

代になると急速にその姿を消していった．近年になり

新たな舟運が再興あるいは創造され ,都市・地域と河

川・運河等の水空間とを結びつけるとともに観光等の

地域振興にも寄与する事例が数多く出てきている． 

2-2 世界の舟運 

 日本のみならず世界的にも道路交通が交通の中心と

なっているが,都市の重要な装置として舟運を生かして

いる都市も多くある． 

都市の中の河川として有名なパリのセーヌ川では年

間に 700 万人,ロンドンのテムズ川では約 250 万人が観

光船に乗っている．タイのバンコクでは都心を貫流す

るチャオプラヤ川は観光の他にも通学や通勤で年間に

約 8000 万人が乗船している 1)．これらの乗客数から分

かるように舟運は観光資源として有効であり,観光立国

を目指す日本にとって舟運は,重要である． 

3．舟運の現状 

図-１にメールや電話で舟運の動向についてヒアリ

ング調査した結果を基に評価を行なった．表-１に調査

した事業者を示した． 

3-1 全国の舟運の動向  

(1)都市部 

 都市部で舟運を運行している事業者は，東京都観光

汽船のように古くから営業している会社もあるが,多く

の事業者は，2000 年代から舟運を運行している事業者

が多いことから都市部での舟運は振興してきていると

いえる． 

(2) 地方部 

地方部において舟運は，都市部のように 2000 年代か

ら舟運が振興しておらず,1980 年代以前の事業者が多い．

地方部で最も利用者数が多い最上峡芭蕉ラインでは，

最盛期よりは利用客数は減少しているものの,開業初期

と比べると未だに多くの利用者がいることが分かる． 

(3)都市部と地方部の比較 

(1),(2)より都市部では舟運が振興してきているが,地

方部では振興していないということが分かる．乗客数

については東京都観光汽船が多くの乗客を集めている． 

表-1 全国の観光舟運,事業者等 

新潟県・信濃川ウォーターシャトル株式会社(信濃川) 

東京都・東京都観光水上バス(隅田川)

大阪府・大阪水上バス(旧淀川・道頓堀川)など

長野県・天竜ライン遊舟

埼玉県・荒川ライン下り(荒川)

神奈川県・箱根芦ノ湖遊覧船(芦ノ湖)など

東京都・日本橋川再生　電動船

徳島県・徳島遊覧船(ＮＰＯ法人新町川を守る会)など

都市部

地方部

社会実験等
 

3-2 振興する舟運-松江堀川 

松江堀川は約 400 年前に造られた人工の水路で,江戸

時代には水上交通として利用されていたが,時代が経つ

につれて環境が悪化した．1966～1967 年頃に市民に｢堀

川を再生させる｣という意識が住民の中で高まり,堀川

を再生していく中で,昭和 55 年に松江青年会義所が｢よ

みがえる堀川の会｣を発足させ,その中で堀川に遊覧船
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図-１ 全国の観光舟運の動向

を運航させることが検討された．その後 1997 年より堀

川遊覧船が創業した．堀川遊覧船が創業してまもなく

利用者は 30 万人を超え,現在では 34 万人前後の利用が

ある．この遊覧船では船頭や運営など高齢者登用を行

っており,高齢者を雇用することによって社会的な役割

も担うようになっている． 

3-3 振興する舟運-四万十川 

 四万十川は,1983 年に NHK による全国放送がきっか

けになり観光客が急増し,1996 年には 100 万人を突破し

たが，近年では 75～80 万人程度である．1996 年までの

急成長は今では｢四万十川ブーム｣と呼ばれた．この時

期の観光客と屋形船利用客数は比例するように増加し

ており,屋形船を運行する事業者が増えてきた．表-2 に

示したように 2008 年の利用者で年間約 15 万人が利用

するまでになっている．用井観光遊覧船と四万十川観

光開発以外の事業者は個人経営である．  

四万十川舟運は，観光の重要なメニューの一つとな

っている． 

表-2 四万十川の屋形船と利用者数 

会社 所在地 運行域 創業 2008年度利用者数

用井観光遊覧船組合 四万十川市 上流 1993 1158

寿や 四万十川市 上流 1998 120

大川遊覧船 四万十川市 中流 1985(2005) 2000

四万十の碧 四万十川市 中流 1994 27000

なっとく 四万十川市 中流 1992 28000

戎 四万十川市 中流 2007 1200

神川 四万十川市 中流 1985 30000

松廣屋 四万十川市 中流 1991 3000

船辰 四万十川市 下流 1985 0

四万十川観光開発 四万十川市 下流 1973 50000

同社舟母部門 四万十川市 下流 2000 7000

合計 149478

上流は30km以上、中流は15～30km、下流は１５km以内とする  

４．結語 

舟運は，近年の動向として,特に都市部で新たなサー

ビスとして振興してきているといえる．その例として

松江堀川などがあり、地方部では四万十川の例が挙げ

られる．観光立国を目指す日本は舟運の充実化が重要

となってくると推測される． 
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単位:万

利
用
者
数

信濃川ウォーターシャト
ル
東京都観光汽船

松江堀川

最上峡芭蕉ライン

木曽川観光(日本ライン下
り)
四万十川観光開発

ひょうたん島クルーズ

①株式会社ぶれきめら
②大阪水上バス
③日本水陸観光株式会社
④大阪屋形船
⑤アクアネット広島
A最上川舟下り義経ロマン観光
B鬼怒川ライン下り　※
C箱根芦ノ湖遊覧船　※
D天竜ライン下り遊舟　※
E浜名湖遊覧船　※
F恵那峡遊覧船　※
G琵琶湖汽船株式会社　※
H株式会社伏見夢工房
I京都保津川下り　※
(番号は都市部、英字は地方部)

２００２年

１９８３年

②

２００７年

③

１９７７年

⑥
※は１９４９年以前創業

B,C,D,E,F,G,I

①,④,⑤,I

これより先データ無し

点線は2008年度のデータのみ

 




